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正味財産の部合計

財務諸表に関する特徴的事項等

○行政費用として扶助費の割合が約6.5割、物件費の割合が約2.5割となっており、扶助費は児童手当、医療費助成
が占めている。
　前年度よりその他行政費用が増加しているが、これは旧小台橋小学校の校舎除却工事によるものである。
○貸借対照表に計上されている固定資産は荒川遊園に関するものである。

資産の部合計 4,981,8355,305,564 323,729負債及び正味財産の部合計 4,981,8355,305,564 323,729

建設仮勘定 14,321 0▲ 14,321正味財産 4,855,4075,115,591 260,184
その他の固定資産 1,199 281,836 280,637 4,855,4075,115,591 260,184

63,545

建物減価償却累計額 ▲ 2,467,359▲ 2,572,774▲ 105,415 特別区債 1,690 849 ▲ 841
工作物等 1,593,2771,593,277 0 退職給与引当金 114,334 82,445▲ 31,889

0

その他の流動負債 0 97,956

工作物等減価償却累計額 ▲ 1,588,693▲ 1,589,000 ▲ 307 その他の固定負債 0 0
無形固定資産 0 0 0負債の部合計 126,428 189,973

0 0

97,956

特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 176,664 176,664当期収支差額(e)+(h) ▲ 2,825,286▲ 2,763,852 61,434

建物 3,954,4764,117,682 163,206固定負債 116,024 83,294▲ 32,730

その他の流動資産 0 0 0 特別区債 834 841 7
▲ 1,688

土地 3,474,0103,474,010 0
貸
借
対
照
表

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度 29年度 差額
流

動

資

産

収入未済 774 759 ▲ 15流動負債 10,404

固
定
資
産

有形固定資産 4,965,7115,023,194 57,483 賞与引当金 9,570 7,882

106,679 96,275
不納欠損引当金 ▲ 170 ▲ 225 ▲ 55 還付未済金 0

290,628

賞与・退職給与引当金繰入額 20,841 49,694 28,853行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 2,825,256▲ 2,940,493▲ 115,237

その他行政費用 7,750 131,317 123,567金融収支差額(d) ▲ 30 ▲ 23 7

特別費用(g) 0 113,964 113,964特別収入(f) 0 290,628

103,324 115,248

分担金及び負担金 51,681 59,359 7,678
補助費等 107,586 113,228 5,642 使用料及び手数料 261,617 269,078 7,461

行政費用合計(b) 6,021,1286,196,157 175,029通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 2,825,286▲ 2,940,516▲ 115,230

2,209,3472,228,759 19,412

施策分析シート（平成30年度）

施策No 03-01
部課名 子育て支援部子育て支援課
課長名 伊藤

指標の推移

指標の推移

各年1月1日時点の人数

全交流サロンの延親子利用者数

指標に関する質問文

内線 3810

関連部課名 子育て支援部子育て支援課

行政評価
事業体系

分野

政策

Ⅱ 子育て教育都市

03

施策名 多様な子育て支援の展開

子育てしやすいまちの形成

自分が望む子育てができるような環境があると感じますか？

　全ての子育て家庭が安心して子育てができるような支援体制を構築する。
　乳幼児及びその保護者に対する多様な子育て施策を展開するとともに、児童が放課後等に安全・
安心に過ごせる環境を整備し、児童の健全育成と全ての子育て家庭の福祉の増進を図る。

指
　
　
　
　
標

幸福実感指標名
27年度 28年度 29年度

望む子育てができている実感度 3.21 3.24 3.27

24,64424,71325,204

地域子育て交流サロン延利用者
数（人）

85,77487,89988,61189,500

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

施策の成果とする指標名

100,000

30,320年少人口（人） 24,328

年間入園者総数404,002417,549313,000 450,000荒川遊園入園者数（人） 391,201

28年度 29年度勘定科目

1,480,706

減価償却費

差額

行
政
費
用

給与関係費 350,259 340,121▲ 10,138

行
政
収
入

地方税 0 0 0
物件費

11,924 その他 24,801 23,369 ▲ 1,432
不納欠損・貸倒引当金繰入額 154 138 ▲ 16 行政収入合計(a) 3,195,8723,255,664 59,792

扶助費 3,895,3063,891,980 ▲ 3,326

国庫支出金
維持補修費 55,202 54,093 ▲ 1,109 都支出金

1,500,338 19,632
648,426 675,099 26,673

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額



No2

○妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援を提供するためには、妊娠期から保健師、助産師によ
る面談を行い、その家庭の状況を踏まえた助言等を行っていく必要がある。
○身近に相談できる人がいない在宅育児家庭や共働き家庭が安心して子育てができるよう、区民
ニーズを的確に把握しつつ、地域の関係機関と連携・協力を図るなど、子育て家庭を支えていく体
制を強化する必要がある。
○全ての児童が、保護者の就労の有無にかかわらず、放課後に安全で安心して過ごすことのできる
場が必要である。
○在宅で育児をしている家庭を含めた全ての子育て家庭が、必要なサービスを選択し利用できる環
境づくりの推進が必要である。

○妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援を提供するために、子育て世代包括支援センターとし
ての機能を充実していく。
○子育て交流サロンの拡充により、身近に相談ができる交流の場を提供するほか、在宅育児家庭が
安心して子育てができるよう、一時保育事業やファミリーサポートセンター事業等を充実し、社会
全体で子育て家庭が安心できる地域をつくる。
○「放課後子ども総合プラン」の拡大等により、「小1の壁」の解消と、次代を担う人材の育成を
図るとともに、児童が放課後に安全で安心して過ごす居場所を確保していく。
○子育て家庭に対する切れ目ない支援を提供するとともに、子育てに対する経済的負担を軽減する
ため、多子世帯や低所得者をはじめ、様々な世帯のニーズに的確に対応した支援を行っていく。

施策の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

現
状

今
後
の
方
向
性

○少子化・核家族化の進展、地域コミュニティが希薄化していること等により、子育てに対する不
安や負担感を持つ家庭、地域社会から孤立する家庭が増加している。
○共働き家庭の増加等、保護者の就労状況についても多様化している。
○国の調査によれば、夫婦の平均理想子ども数、平均予定子ども数はいずれも低下し、過去最低と
なった（理想子ども数2.32人、予定子ども数2.01人）。理由として「子育てや教育に対する経済的
理由」や「子育てについての負担感」が挙げられている。
○平成28年度における区内の合計特殊出生率は1.33で東京都平均1.24を上回っているが、全国平均
1.44と比べた場合、依然として低い数値にある。
○平成28年度の区における「18歳未満の子供がいる世帯」の子どもの人数は平均1.56人（１世帯当
たり）となっており、今後10年間の年少人口は増加していくと推計している。
○保護者の多様なニーズに応えるため、延長保育、就労などを要件としない「子育て交流サロン」
や一時保育、病児・病後児保育などを実施している。

施策の現状・課題・今後の方向性

課
題

　妊娠期から子育て期まですべての家庭に対し、切れ目ない支援を
提供するためには、様々な子育て支援サービスを展開していくこと
が重要である。

重点的に推進 重点的に推進



5,896 5,300 4,976 4,112 継続 継続
　地域の社会資源を活用し
た子育て支援策として、現
状の規模で実施する。

1,117 706 381 113 継続 継続

　乳幼児をもつ親が安心し
て外出できる環境を創出す
るうえで、必要な事業であ
る。

5,650 6,234 4,351 4,558 継続 継続

　子ども及び保護者の評判
も高く、親子のコミュニ
ケーションを深めるきっか
けのひとつとして必要な事
業である。

1,952 2,129 1,032 941 継続 継続
　多胎児を持つ子育て世帯
の負担を軽減するため、必
要な事業である。

8,053 8,899 5,751 5,336 継続 継続

　民生・児童委員及び主任
児童委員による在宅育児家
庭の見守り事業として重要
であり、今後とも実施して
いく。

1,381 1,778 1,197 1,185 継続 継続

　ファミリー・サポート・
センター事業と同様、託児
事業として必要な事業であ
る。

4,802 4,053 1,783 1,922 推進 推進

　児童の健全育成を図る上
で、また図書を通じた子育
て支援策を展開していくた
め、今後も事業を推進して
いく。

2,487 5,397 646 647 推進 推進

　法定事務であり、国の情
報を正確に把握しながら、
区としての実施体制を確立
していくために、必要な事
業である。

8,064 3,454 4,381 1,078 推進
重点的
に推進

　区民が、子育てに関する
有益な情報を、容易に入手
するため、子育て支援アプ
リを導入し、重点的に推進
する。

分類についての説明・意見等

31年度30年度

施策推進のため
の分類

29年度28年度

決算額（千円）

29年度28年度

行政費用（千円）

推進 　現状の内容で継続する。推進1,9721,7654,1033,174

10-01-07

託児サポーター 10-01-05

あらかわベビーステー
ション（赤ちゃんの駅）
設置事業

新生児・３歳児絵本贈呈
事業

10-01-08

施策を構成する事務事業の分類

事務事業名
事務事業
No

親子ふれあいひろば（ふ
れあい館）

04-03-07

親子ふれあい入浴事業 10-01-06

地域子育て見守り事業 10-01-04

ツインズサポート事業 10-01-03

子ども読書活動推進事業
（ふれあい館）

04-03-08

10-01-02

子ども・子育て会議事務
費

10-01-01

子育て支援情報提供事業



継続 継続

　児童の健全な育成を図る
ため、子どもたちの社会性
や生きる力を育む「遊ぶ」
「交流する」「体験する」
環境を充実するとともに、
子育て世帯の交流や社会参
加を促進する必要がある。

12,643 9,288 3,633 3,557 推進 推進

　在宅育児家庭の育児不安
等の解消を図るため、推進
する必要がある。子育ての
伝承を自然な形でおこなう
ために、親子ふれあいひろ
ばでの保護者交流・乳幼児
支援の援助が求められる。

継続 継続
　国の動向を把握し、適切
に実施していく。

958,020 963,700 947,886 960,137 継続 継続
　現状の内容で実施してい
く。

27,377 29,561 7,867 6,428 継続 継続

　児童健全育成事業を安全
な環境で実施していくた
め、適切な施設の維持・管
理、運営は必要である。

15,813 16,205 継続 継続
　同種補助金との比較や他
区の動向を勘案しながら事
業を継続していく。

1,859 105,638 18 100,889 継続 継続
　財産の管理に伴う必要な
処理を行っていくために、
必要な事業である。

10,115 10,931 9,839 9,743 推進 推進
　子育て支援のために、必
要な事業である。

児童育成事業費 10-02-02

親子ふれあいひろば事業
費（ひろば館）

10-02-03

109,867 113,514 67,613 74,349

児童手当給付事業 10-01-38 3,000,796 2,976,922 2,987,023 2,968,609

10-01-26

10-01-10

子育てボランティア団体
育成支援事業

10-01-11

－ 1,190 － 2

施策を構成する事務事業の分類

事務事業名
事務事業
No

行政費用（千円） 決算額（千円）
施策推進のため

の分類
分類についての説明・意見等

28年度 29年度 28年度 29年度 30年度 31年度

　子育てに関するボラン
ティア団体の育成は重要な
事業である。
　現在助成している2団体に
ついて、現状のまま実施し
ていくため、「継続」とし
ている。

15,813 16,205

あらかわ子育て応援店・
企業

外国人学校保護者補助 10-01-24

公有財産管理

継続 継続

　地域の商店や企業と一体
となった子育て支援を推進
するため、必要な事業であ
る。

879 406 418 406 継続 継続

子ども医療費助成事業 10-01-41

管理運営費（ひろば館） 10-02-01

ファミリー・サポート・
センター事業

10-01-27



重点的
に推進

重点的
に推進

　保護者の子育てと就労の
両立を支援するため、さら
に拡充する必要がある。

推進 推進
　在宅育児支援策として重
要であり、充実を図る必要
がある。

4,160 3,671 3,396 2,762 継続 継続 　現状の内容で実施する。

48,146 48,573 46,617 46,757
重点的
に推進

重点的
に推進

　在宅育児家庭の負担を軽
減し、児童虐待を防止する
観点からも極めて重要であ
る。

推進 推進

　国の成長戦略及び子ど
も・子育て支援法制定の趣
旨に基づき運営内容の充実
を図る必要がある。

8,388 6,642 1,104 1,127 推進 推進

　利用者の負担の公平性を
担保するため、徴収の強化
だけでなく減免制度の案内
等、引き続き適切に債権管
理に取り組む必要がある。

継続 継続

　児童健全育成事業を安全
な環境下で実施していくた
めに、施設の修繕・改修は
必要である。

6,362 6,506 478 528 推進 推進

　児童の健全育成を図るう
えで、また図書を通じた子
育て支援策を展開していく
ため、今後も事業を推進し
ていく。

838,775 857,082 810,020 824,904
重点的
に推進

重点的
に推進

　一体型の放課後子ども総
合プランの全校実施に努め
るとともに、さらなる事業
内容の充実を図る。

10,218 7,150 368 434 推進 推進

　親育て支援の新たな分野
として積極的に取り組み、
母親の負担感の軽減を図
り、地域での仲間づくりを
進める。

分類についての説明・意見等

28年度 29年度 28年度 29年度 30年度 31年度

緊急一時保育事業費 10-03-13

一時保育事業 10-03-14

病児・病後児保育事業費 10-03-03

地域活動事業費(区立保育
園)

10-03-06 838 1,229 838 802

16,809 23,702 15,280 21,886

学童クラブ保育料の収納 10-02-16

子ども読書活動推進事業
（ひろば館）

10-02-07

放課後子ども総合プラン
等事業

10-02-14

260,825 294,181 189,546 200,598

親の子育て力支援事業 10-02-04

営繕費（ひろば館・放課
後子ども総合プラン・学
童クラブ）

10-02-06119,173 111,559 105,060 251,529

施策を構成する事務事業の分類

事務事業名
事務事業
No

行政費用（千円） 決算額（千円）
施策推進のため

の分類

学童クラブの運営 10-02-15



施策推進のため
の分類

分類についての説明・意見等

28年度 29年度 28年度 29年度 30年度 31年度

決算額（千円）

5,941,3475,677,4016,196,1576,021,128

重点的
に推進

重点的
に推進

　子育ての楽しさを共有す
るとともに、在宅育児家庭
の育児不安や孤立化等の解
消を図るため、また養育困
難などで相談に訪れる保護
者の相談先となるため、さ
らに拡充する必要がある。

3,721 3,969 3,252 3,482 推進 推進

　養育困難な新生児を対象
とした子育て支援策として
不可欠な事業であり、虐待
の未然防止推進のため、
「推進」としている。

62,253 66,655 59,268 63,550
重点的
に推進

重点的
に推進

　子育ての楽しさを共有す
ると共に、在宅育児家庭の
育児不安や孤立化等の解消
を図るため、さらに拡充す
る必要がある。

重点的
に推進

重点的
に推進

　在宅育児家庭の育児不安
や孤立化等の解消を図るた
め、さらに拡充する必要が
ある。

426,640 458,685 353,903 338,363
重点的
に推進

重点的
に推進

　荒川区の最大の観光資源
であり、子 育て支援施設の
拠点である荒川遊園の改修
を成功させることは極めて
重要である。

5,306 5,332 4,656 4,656 継続 継続

　利用件数は多く、妊娠や
育児についての不安解消の
ための事業として非常に必
要性が高い。

産後支援ボランティア助
成事業費

10-05-05

地域子育て交流サロン事
業

10-05-06

2,164 2,292 666 929

施策を構成する事務事業の分類

事務事業名
事務事業
No

行政費用（千円）

安心子育て訪問事業 10-05-08 継続 継続
　これまで支援が届きにく
かった家庭を対象にした育
児支援として必要である。

あらかわキッズ・マザー
ズコール24（24時間子育
て電話相談）

10-05-03

子育て交流サロン事業費
（子ども家庭支援セン
ター）

10-05-04

地域子育て交流サロン事
業（保育課）

10-03-16

荒川遊園管理運営費 10-04-01

16,103 16,794 16,103 16,366

11,302 12,727 473 485

合　計


